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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 57040
組合名称 名古屋木材健康保険組合
形態 総合
業種 木製品・家具等製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

5,800名
男性80%

（平均年齢46歳）*
女性20%

（平均年齢44歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 11,800名 -名 -名
適用事業所数 128ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

128ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

98‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 2 - - - -

事業主 産業医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 3,888 ∕ 5,132 ＝ 75.8 ％
被保険者 3,463 ∕ 3,752 ＝ 92.3 ％
被扶養者 425 ∕ 1,380 ＝ 30.8 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 216 ∕ 865 ＝ 25.0 ％
被保険者 201 ∕ 837 ＝ 24.0 ％
被扶養者 15 ∕ 28 ＝ 53.6 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 21,920 3,779 - - - -
特定保健指導事業費 15,908 2,743 - - - -
保健指導宣伝費 7,626 1,315 - - - -
疾病予防費 41,468 7,150 - - - -
体育奨励費 2,950 509 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 2,180 376 - - - -
　
小計　…a 92,052 15,871 0 - 0 -
経常支出合計　…b 3,390,838 584,627 - - - -
a/b×100 （%） 2.71 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 37人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 259人 25〜29 369人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 362人 35〜39 421人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 522人 45〜49 746人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 792人 55〜59 530人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 352人 65〜69 172人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 102人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 58人 25〜29 132人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 130人 35〜39 121人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 130人 45〜49 189人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 168人 55〜59 117人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 81人 65〜69 31人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 22人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 264人 5〜9 327人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 413人 15〜19 417人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 224人 25〜29 22人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 8人 35〜39 6人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 3人 45〜49 1人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 3人 55〜59 2人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 3人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 241人 5〜9 323人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 416人 15〜19 413人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 201人 25〜29 52人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 102人 35〜39 176人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 245人 45〜49 303人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 319人 55〜59 236人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 159人 65〜69 77人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 44人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
1.中規模な総合健保組合(被保険者数5千8百人　加入者数1万1千人）である。
2.事業所の営業所及び工場が全国に点在している。
3.40歳代から50歳代前半に加入者が偏っている。
4.当健保組合には非常勤の保健師が2名いる。

3



STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
1.被保険者の健診実施率は上昇し92％を上回ったが、被扶養者の健診実施率は低調である。一方で健診費用無料等、受診環境を整備し毎年実施率は上昇傾向である。また、パート勤務者からインセンティブ付与策にて健診結果の情報提供も増加している。
2.事業所への臨場によるコラボヘルスの積極的推進の重要性を痛感（令和６年度はマイナ保険証利用率向上を含め、特保や重症化予防の重要性の説明・理解等を積極的に推進する）。
3.野球大会の参加者が固定化されている。令和６年度は広報を通じた参加事業所の拡大を図る。
4.歯科疾病対策が皆無であったことから、令和６年度は歯科医師会や事業者を通じた歯科健診を積極的に推進する。
5.疾病予防による早期発見・早期治療、特保や重症化予防の理解向上・協力体制構築が健康寿命延伸、医療費の適正化に繋がる。PDCAサイクルの継続が不足。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康宣言の策定（事業主と連携）
　その他 　健保独自の医療費分析事業所別レポートを活用したコラボヘルス
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　特定健康診査事業 　被扶養者の特定健診受診者へインセンティブ付与
　特定保健指導事業 　後発医薬品差額通知の実施（事業主と連携）
　特定保健指導事業 　就業時間内の特定保健指導の実施の配慮（事業主と連携）
　特定保健指導事業 　ICTを活用した加入者へのわかりやすい情報提供（事業主と連携）
　特定保健指導事業 　対面での健診結果の情報提供（事業主と連携）
　特定保健指導事業 　禁煙対策（事業主と連携）
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　医療費通知書の配布（事業主と連携）
　保健指導宣伝 　ホームページ開設
　保健指導宣伝 　健康指導冊子等の配布
　保健指導宣伝 　パンフレット・リーフレット等の配布
　保健指導宣伝 　後発医薬品の希望シール等の配布
　保健指導宣伝 　加入者に向けた運動習慣の働きかけ（ウォークラリー等）
　保健指導宣伝 　個別に受診勧奨
　保健指導宣伝 　こころの健康づくり
　疾病予防 　糖尿病性腎症等の生活習慣病の重症化予防の取組
　予算措置なし 　後発医薬品差額通知の効果検証
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　被保険者への特定健診の実施（事業主と連携）
　特定健康診査事業 　被扶養者への特定健診の実施
　特定保健指導事業 　被保険者への特定保健指導の実施（事業主と連携）
　特定保健指導事業 　被扶養者への特定保健指導の実施
　疾病予防 　定期健康診査
　疾病予防 　胃検診費用補助（事業主と連携）
　疾病予防 　大腸がん検診費用補助（事業主と連携）
　疾病予防 　乳腺エコー検診費用補助（事業主と連携）
　疾病予防 　各種腫瘍マーカー費用補助（事業主と連携）
　疾病予防 　ピロリ菌抗体検査費用補助
　疾病予防 　子宮頸部がん検診費用補助
　疾病予防 　人間ドック費用補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
　疾病予防 　肺ドック費用補助
　疾病予防 　歯科健診費用補助
　体育奨励 　全名古屋木材産業野球大会
　体育奨励 　長島リゾート利用補助
　体育奨励 　森林セラピー等を利用した健康増進
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事業主の取組事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1,2,3,
4,5,7

健康宣言の策
定（事業主と
連携）

機関紙・HP等にて広報し、他の保険者との共同で行う説明会への参加
を促し、健康宣言して頂く。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 - 新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため、説明会は計画を控えた。 なし 従業員が少人数の事業所が多いため、
全体に関心が薄い。 5

そ
の
他

1,2,5
健保独自の医
療費分析事業
所別レポート
を活用したコ
ラボヘルス

各事業所に健康状況を把握してもらい、健康対策事業への協力・参加
を促す。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 - １５事業所作成 １４事業所に訪問し、事業所・健保の

現状を説明した
被保険者が５０人未満の事業所にも現
状説明が必要 4

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
特
定
健
康
診
査
事
業

2,3,4,
5,6

被扶養者の特
定健診受診者
へインセンテ
ィブ付与

付与ポイントの利用により次回以降の健診費用が割引になるため、次
回の予約に繋げる。

一部の
事業所 女性

40
〜
74

被扶養
者 -

WEBサイトからの健診予約100P・2年
連続受診者100P・卵巣がんリスク検査
100P・夏季（8月）受診者100P・結果
説明会出席者100P・冬季（12月・1月
）受診者100P

翌年の健診でポイントを利用して割引
料金で受診できる。 特になし 3

特
定
保
健
指
導
事
業

2,5,7
後発医薬品差
額通知の実施
（事業主と連
携）

後発医薬品の使用率アップ。 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 -

9月・3月に糖尿病・高血圧症等の後発
医薬品差額通知を作成。12月花粉症の
後発医薬品差額通知も作成。

事業所経由のため配布が容易である。 全国に支店がある事業所については配
布作業が煩雑になる。 5

1,2,3,
4,5,6

就業時間内の
特定保健指導
の実施の配慮
（事業主と連
携）

特定保健指導率を上げ、生活習慣予防の予防につなげる。 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

-
非常勤の保健師３名で展開。
遠方の事業所へは外部委託の保健師を
依頼。

ZOOM等、ICTを活用した面談をおこな
った

営業マンは予定通りに面談できない場
合がある。 1

2,3,4,
5,6

ICTを活用した
加入者へのわ
かりやすい情
報提供（事業
主と連携）

生活習慣病の減少 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者 - 計画通り。 グラフ化することで該当者に解かりや

すく保健指導ができる。 グラフの作成に所要時間がかかる。 5

2,3,4,
5,6,8

対面での健診
結果の情報提
供（事業主と
連携）

特定保健指導率のアップ。医療費の減少。 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 -

計画通り。被保険者は就業時間内に実
施。被扶養者は健診会場にて当日実施
。

グラフ等により解かりやすく食習慣・
運動習慣の見直しが図れた。

面談予定日に出張等により実施できな
いことがある。 1

2,3,4,
5,6

禁煙対策（事
業主と連携） 喫煙率を下げ、呼吸器疾患の予防を図る。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 - 事業所と連携した個別禁煙相談の実施 事業所を訪問し、悩み等を伺うことが

できた 一部の事業所に限られる 1

保
健
指
導
宣
伝

2,5 機関誌発行 すべての事業所宛て、組合会議員・健康保険委員宛て配布し、情報提
供により健保が実施する保健事業の周知及び参加率の向上を図る。 全て 男女

18
〜
74

その他 -
被保険者及び被扶養者が健康保険組合
に対する理解を深めるため機関誌「も
っけん」を発行
（４月・８月・１１月・１月）

情報提供により健保が実施する保健事
業の周知及び参加率の向上に寄与

事業所の規模により１冊〜２０冊程度
を配付しているため、被保険者すべて
の目に触れているとは言い難い

5

2
医療費通知書
の配布（事業
主と連携）

各事業所を通し、年２回配布し、健康意識を高める。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 -

被保険者及び被扶養者へ医療に要した
費用の額を通知。健康管理意識を高め
るため該当者に通知、併せてジェネリ
ックの利用促進の通知を実施。また、
医療費通知　8月・2月　ジェネリック
利用促進通知　9月・12月・3月

事業所経由により配布が容易である。 全国に支店がある事業所については、
配布作業が煩雑になる。 4

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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1,2,3,
4,5,6,

7
ホームページ
開設 全組合員に向け情報を発信し、保健事業の周知を図る。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,任
意継続

者
-

平成２６年度より開始
お知らせを随時更新
HPサーバー年間使用料
ドメイン年間管理料
年間メンテナンス料

タイムリーな情報提供により健保が実
施する保健事業の周知及び参加率の向
上に寄与

ネット環境が整備されていない事業所
は、情報共有できない 5

1,2,3,
4,5,7

健康指導冊子
等の配布 各事業所宛て情報提供の実施。 全て 男女

18
〜
74

その他 -

冊子「ジャストヘルス」
健康保険委員に送付（延べ人員　152人
）
（４月・８月・１１月・１月）
冊子「ヘルス＆ライフ」
組合会議員に送付（延べ人員　104人）
（４月・８月・１１月・１月）

情報提供により健保が実施する保健事
業の周知 一部の組合員に限られる 1

1,2,3,
4,5,7

パンフレット
・リーフレッ
ト等の配布

情報発信、健康意識の醸成。 全て 男女
18
〜
74

その他 -
被保険者・被扶養者に対し、疾病予防
と健康づくり増進の啓蒙ため、配布
（随時・健康相談時などに）

情報提供により健保が実施する保健事
業の周知

配布後の健康意識の変化を把握できな
い 1

2,7
後発医薬品の
希望シール等
の配布

後発医薬品の使用率アップ。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 - 新規取得者に随時配布。予算は医療費

通知書に含む。 事業所経由のため配布が容易である。 全国に支店がある事業所については配
布作業が煩雑になる。 5

2,5
加入者に向け
た運動習慣の
働きかけ（ウ
ォークラリー
等）

運動習慣を働きかけ、体力向上を図る。 全て 男女
6

〜
74

加入者
全員 -

春と秋の健保連愛知主催のウォーキン
グ大会はコロナウイルス感染症拡大防
止の為中止となった。
「東山ウォークラリー」は12月11日に
開催。参加人員：大人47人。中学生以
下：21人。計6８人。

天候に恵まれた。大人の入園料を全額
補助。

天候に左右される。また、遠方から参
加しづらい。 1

4,8 個別に受診勧
奨 早期受診につなげ重症化を予防する 全て 男女

18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

血圧・脂質・血糖・糖尿病性腎症の4項
目の検査数値で対象者を抽出し、手紙
で受診勧奨（事業所経由）

手紙回収を事業所経由にしたことで、
全て回収でき、医療機関の受診へ繋が
った

事業所の協力が必須 1

2,4,5,
6

こころの健康
づくり

メンタルヘルスに関心を持ってもらい、加入者が早期にストレスを解
消できるよう促す 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 -

専門職による個別相談の実施
ホームページに厚生労働省の「みんな
のメンタルヘルス」のバナーリンクを
作成

個別相談を実施し、医療機関受診へと
繋がった
職場復帰後のフォロー

どこまで支援をするのか 1

疾
病
予
防

2,3,4,
5,6

糖尿病性腎症
等の生活習慣
病の重症化予
防の取組

健診結果及びレセプト情報等を分析し、検査数値高値のリスク保有者
に早期受診を勧奨し重症化防止を図る。

一部の
事業所 男女

40
〜
74

被保険
者 -

血圧・脂質・血糖・糖尿病性腎症の4項
目の検査数値で対象者を抽出し、手紙
で受診勧奨（事業所経由）

手紙回収を事業所経由にしたことで、
全て回収でき、医療機関の受診へ繋が
った

事業所の協力が必須 1

予
算
措
置
な
し

7
後発医薬品差
額通知の効果
検証

後発医薬品の使用割合を増やし、調剤費を抑制する。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 - 差額通知・広報により後発医薬品が周

知されている。 年々使用率がアップしている。 医師によっては後発医薬品への切り替
えを断られる。 5

個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3
被保険者への
特定健診の実
施（事業主と
連携）

健診実施の促進。（実施率80％） 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

被保険者は定期健康診査時に併せて実
施
被保険者…3,463名　受診

健康意識の向上が受診率アップに繋が
ると思われる

健診機関を通じて受領した一部の受検
者の健診データに、必須項目の欠損が
あることが、特定健診の実施率に影響
している

4

2,3,4,
5

被扶養者への
特定健診の実
施

特定健診の実施率の向上。生活習慣病の予防。 全て 男女
40
〜
74

被扶養
者 - 被扶養者は健診機関にて実施

被扶養者…　425名　受診
健康意識の向上が受診率アップに繋が
ると思われる

健診機関を通じて受領した一部の受検
者の健診データに、必須項目の欠損が
あることが、特定健診の実施率に影響
している

3

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

2,4,5
被保険者への
特定保健指導
の実施（事業
主と連携）

特定保健指導率の向上。 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

健康診査等のデータをもとに階層化を
行い、「動機づけ支援者」及「積極的
支援者」該当者に保健指導を実施
積極的支援者　… 129名
動機づけ支援者… 82名
合　計　　　　… 211名

事業所の理解があれば推進可能
被保険者の勤務時間内で保健師との面
談を設けて事業所と連携して実施（コ
ラボヘルス）

途中脱落者が多いことが、当組合にお
ける特定保健指導の実施率が低い要因
となっている

3

2,3,4,
5

被扶養者への
特定保健指導
の実施

特定保健指導率の向上。生活習慣病の予防。 全て 女性
40
〜
74

被扶養
者 -

健康診査等のデータをもとに階層化を
行い、「動機づけ支援者」及「積極的
支援者」該当者に保健指導を実施
積極的支援者　… 3名
動機づけ支援者… 12名
合　計　　　　… 15名

委託先の保健師との面談を設けて実施
途中脱落者が多いことが、当組合にお
ける特定保健指導の実施率が低い要因
となっている 2

疾
病
予
防

3 定期健康診査 健診実施の促進 全て 男女
18
〜
74

被保険
者 -

実施期間　６月〜９月
被保険者を対象に、名古屋木材会館・
東海木材相互市場大口市場・名古屋港
木材会館にて実施
２５名以上の組合員を有する事業所を
対象に巡回健診を実施（健診実施者…
2,009人）

各種検診も併せて受検できる 健康意識の持続が課題 3

3
胃検診費用補
助（事業主と
連携）

受診の促進（実施率80％以上） 全て 男女
35
〜
74

被保険
者 -

実施期間　６月〜９月
３５歳以上の組合員に対して定期健康
診査時に実施
（検診実施者…688名）

定期健診と併せて実施できる
健康意識の持続が課題
バリウムが敬遠されやすい
一部の事業所に限られる

1

3
大腸がん検診
費用補助（事
業主と連携）

受診の促進（実施率80％以上） 全て 男女
35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

実施期間　６月〜９月
３５歳以上の組合員に対して定期健康
診査時に実施
（検診実施者…1,203名）

定期健診と併せて実施できる 健康意識の持続が課題
一部の事業所に限られる 1

3
乳腺エコー検
診費用補助（
事業主と連携
）

受診の促進（実施率80％以上） 全て 女性
18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

実施期間　６月〜９月
女性の組合員に対して定期健康診査時
に実施
（検診実施者…173名）

定期健診と併せて実施できる 健康意識の持続が課題
一部の事業所に限られる 1

3
各種腫瘍マー
カー費用補助
（事業主と連
携）

受診の促進（実施率80％以上） 全て 男女
35
〜
74

被保険
者 -

実施期間　６月〜９月
血液検査によるガン検診
（肝臓・消化器系・前立腺）
（検診実施者…1,456名）

定期健診と併せて実施できる 健康意識の持続が課題
一部の事業所に限られる 1

3 ピロリ菌抗体
検査費用補助 受診の促進（実施率50％以上） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 -

実施期間　６月〜９月
40歳以上の組合員に対して定期健康診
査時に実施
（検診実施者…794名）

定期健診と併せて実施できる 健康意識の持続が課題
一部の事業所に限られる 1

3 子宮頸部がん
検診費用補助 受診の促進 全て 女性

40
〜
74

被扶養
者 - 被扶養者は健診機関にて実施

被扶養者…　199名　受診 定期健診と併せて実施 一部の被扶養者に限られる 5

3 人間ドック費
用補助 受診の促進。医療費の削減。 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

随時
２０歳以上の組合員と40歳以上の被扶
養者を対象に、受検料の補助
20歳以上40歳未満の被保険者（30％）
…8,000円を限度（69人）
40歳以上の被保険者（60％）
…15,000円を限度（841人）
40歳以上の被扶養配偶者（30％）
…8,000円を限度（38人）
検診実施者…合計948人

契約健診機関の拡充
健康意識の持続が課題
自己負担額が高額なため、受検を躊躇
うケースもある

1

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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3
インフルエン
ザ予防接種費
用補助

医療費の抑制。 全て 男女
0

〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

実施期間
１０月〜１月
被保険者及び被扶養者がインフルエン
ザの予防接種を受けた場合に一部補助
補助額
被保険者1,500円・被扶養者1,000円
被保険者…1,302人
被扶養者… 729人
合計受診者…2,031人

毎年周知されている。 稀に、事業所の担当者が申込期日を失
念している場合があり、引き続き 1

3 肺ドック費用
補助

肺がんリスクが高い50歳以上の加入者（令和４年度健診結果：受診対
象者2,103名のうち喫煙者は692名（喫煙率32.9％））の病気の早期発
見、早期治療に繋ぎ、医療費の適正化を図る。

全て 男女
50
歳
〜
74
歳

加入者
全員 6,000 - - - -

3 歯科健診費用
補助 - 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 2,640 - - - -

体
育
奨
励

8 全名古屋木材
産業野球大会 被保険者の健康増進。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 -

実施期間
4月〜5月
名古屋木材組合・名古屋港木材産業協
同組合共催、木材工業新聞社後援によ
り、９チームが参加して実施
優勝　　ヤマガタヤチーム
準優勝　エンヤチーム
第三位　サンコーチーム

被保険者の健康増進に寄与
大会に向けて練習しているので、体力
の強化に繋がる

屋外での保健事業のため、天候に左右
され易い
球場から遠方の事業所は、参加が難し
い

1

8 長島リゾート
利用補助 全事業所あてに案内を配布（100％） 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

実施期間
３月〜２月
長島リゾートの利用補助券を配付
（年間を通して１名につき１回限り500
円の補助）
利用人員　　大人…89人
　　　　　小学生…27人
　　　　　　幼児… 7人
利用人員合計　　123人（昨年97人）

被保険者および被扶養者の健康増進に
寄与
ジャンボ海水プール、遊園地など、施
設内の多くを利用することができる
都合の良い日を決めて参加できるため
、利用しやすい

屋外での保健事業のため、天候に左右
され易い。 1

8
森林セラピー
等を利用した
健康増進

- 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 1,700 - - - -

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診実施状況 特定健診分析 -

イ 特定保健指導実施状況 特定保健指導分析 -

ウ レセプト分析 医療費・患者数分析 -

エ レセプト分析 医療費・患者数分析 -

オ レセプト分析 健康リスク分析 -

カ レセプト分析 健康リスク分析 -
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被保険者

【2022年度 特定健診の実施率】

ア．被保険者の受診率が100％ではない。事業所から健診結果を回収できていない
イ．被扶養者の受診率が低い。健診未受診者が一定数いると考えられる

ア． イ．
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0% 25% 50% 75% 100%

40-44歳
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75.0%

33.3%

50.0%
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0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

40-44歳

45-49歳

50-54歳
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60-64歳

65-69歳

70-74歳

被扶養者

【2022年度 特定保健指導実施率】

ウ. 特定保健指導の実施率が低い コラボヘルスの推進が必要
エ. 特定健診の受診率が低いため、健診当日に特定保健指導ができる共同巡回健診で受診した方が

多いのではないかと考えられる

ウ． エ．
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オ.

オ. 医療費は経年増加している
カ.    年齢は45歳から50代後半が最も高い割合を占める。性別は男女ほぼ半分で、続柄別では本人が半分以上を占めている 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000
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10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳
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40-44歳
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50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

千円

年齢別 医療費総額（２０２２年度）

55%

45%

性別医療費割合（2022年度）

男性

女性
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百万円 経年医療費

毎年増加

年度

53.5%
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5.5%

9.6%
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本家別医療費割合（2022年度）

本人

妻

長男
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-

Others

カ.

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2018 2019 2020 2021 2022
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ケ.

ケ. 疾病別では、歯肉炎・歯周疾患の医療費が最も高額になっている

疾病別医療費（2022年度）
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キ．予防可能な疾病に絞った場合、メタボ関連疾病が前年と比較し増加傾向にある 
ク.  メタボ関連疾病のレセプト請求がなかった「受診勧奨中」に分類された５７６名は、メタボ関連疾病の発症の疑いがある

健診結果と生活習慣病の突合分析

キ.

ク.

予防可能疾病医療費伸び率
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精神疾患医療費（2022年度）

コ. 2022年度の精神疾患医療費は、2021年度と比較して、3,523千円増加しており、被保険者では501千円増加、被扶養者では
3,022千円増加している

コ.
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
被扶養者の健診実施率が30％と低い
・40歳以上1,375人、うち女性は1,364人（99.2％）  パート先での定期健診受診結果の提出について、インセンティブ付与等

を駆使して協力を求める。また、特に婦人科共同集団健診について、健
診受診の必要性や受診方法案内を個別郵便・ホームページ掲載にて周知
し受診率向上を図る（その他の被扶養者等へは無料の特定健診利用券を
事業主を経由して配布）。

2 「歯科」医療費が特に高い  歯周病の医療費が特に高額なため、健保補助で歯科検診等を実施し、歯
科疾病の予防と定期的な歯科健診受診の意識定着を図る。 

3 健診データとレセプトの突合分析をし、特保対象者への生活習慣改善支援、
要早期治療対象者への積極的な受診勧奨が必要  重症化を防ぐため、ハイリスク対象者には直接受診勧奨を行い、早期受

診を促す。

4
早期発見・早期治療による効果が期待できるがん対策が課題  がん検診の補助を実施し、早期発見を図る。胃がん、大腸がん、乳がん

、子宮がん、前立腺がん、すい臓がん、胆道系がん、消化器がん検診等
のほか、令和6年度から肺ドックを新たに実施する。

5 メンタル疾病医療費、メンタルヘルス系疾患による休業者が増加している  メンタル系疾患に関する現状を分析し事業主と共有し、事業主と連携し
た対策を検討していく。

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・加入事業所が128社あり、愛知県に被保険者が多いが、全国拠点にも被保険者がいる
・10人未満の事業所も多い
・年齢構成は40歳以上の被保険者が多く、平均年齢45歳

 ・少人数の事業所も多いため、直接事業所に出向き、生活習慣改善や重症化予防が必要
な社員について直接説明するとともに、未受診者対応や保健師による特定保健指導等の
利用について事業主の協力を求めるコラボヘルスが欠かせない。
・特定健診対象の40歳からだけでなく、40歳未満にも目を向けた施策が必要。40歳未満
加入者の健診結果の情報提供についても事業主の協力を求める。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・特定健診、特定保健指導において被扶養者の受診率が低い
・生活習慣病対策において重症化予防が必要
・歯科疾病対策を実施していない

 ・被保険者の未受診者及び被扶養者に対する特定健診の周知と受診率向上対策を行なう
必要がある。
・事業所へ特定保健指導、重症化予防の必要性を説明（コラボヘルス）し、理解と協力
を得ることが必要である。
・歯科疾病の予防・予防歯科の推進による医療費抑制対策が必須

ア，イ

エ

オ

オ

カ
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルス
　保健指導宣伝 　健康宣言の策定
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌WEB掲載
　保健指導宣伝 　健保ホームページ運営
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　後発医薬品差額通知（ジェネリック）
　保健指導宣伝 　後発医薬品差額通知の効果検証
　保健指導宣伝 　後発医薬品の希望シール等配布
　保健指導宣伝 　マイナ保険証利用促進
　保健指導宣伝 　健康指導冊子等の配布
　保健指導宣伝 　パンフレット・リーフレット等の配布
　保健指導宣伝 　赤ちゃんとママ配布
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　被保険者への特定健診の実施(事業所と共同）
　特定健康診査事業 　被扶養者への特定健診の実施
　特定健康診査事業 　被扶養者の特定健診受診者へインセンティブ付与
　特定保健指導事業 　特定保健指導の実施
　保健指導宣伝 　個別に受診勧奨・受信確認
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症等の生活習慣病の重症化予防の取組
　保健指導宣伝 　こころの健康づくり
　疾病予防 　胃検診
　疾病予防 　大腸がん検診
　疾病予防 　乳腺エコー
　疾病予防 　腫瘍マーカー
　疾病予防 　ピロリ菌抗体検査
　疾病予防 　子宮頸部がん検診
　疾病予防 　人間ドック補助
　疾病予防 　肺がんドック
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種の補助
　疾病予防 　禁煙対策
　体育奨励 　森林セラピー
　体育奨励 　加入者に向けた運動習慣の働きかけ（ウォークラリー等）
　体育奨励 　長島リゾート利用補助
　体育奨励 　全名古屋木材産業野球大会
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
疾病別医療費第1位の歯肉炎・歯周病等の歯科疾患予防の推進により医療費を抑制することを目的とする。また、がん医療費の増大が顕著なことから同様に医療費抑制に努める。

事業全体の目標事業全体の目標
歯科疾病の予防と定期的な歯科健診受診の意識定着を図り、歯科健診受診率を向上させる。医科疾患の原因にも大きく関与する歯科疾患は、口腔内の環境改善が重要なため、疾病予防と
して歯科健診の重要性を積極的にPRし、歯科健診の受診率向上を目指す。また、喫煙者割合が高い業種でもあるため、令和6年度からリスクの高い50歳以上の加入者に肺ドック受診を原
則無料で実施する。
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存 コラボヘルス 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

スコアリングレポート等
を作成
事業所へ訪問

ア,シ -
各事業所に健康状況を把
握してもらい、健康対策
事業への協力・参加を促
す

継続 継続 継続 継続 継続
各事業所に被保険者の健康状況を把握して
もらい、保健事業の必要性についての理解
を得る。健康対策事業への協力・参加を依
頼する（40歳未満の健診データ提供、就業
時間中の特定保健指導への配慮等）

健診データとレセプトの突合分析
をし、特保対象者への生活習慣改
善支援、要早期治療対象者への積
極的な受診勧奨が必要

スコアリングレポート作成件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5件　令和7年度：5件　令和8年度：5件　令和9年度：5件　令和10年度：5件　令和11年度：5
件)- 事業所訪問数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5件　令和7年度：5件　令和8年度：5件　令和9年度：5件　令和10年度：5件　令和11年度：5件)-

- - - - - -

1 既
存

健康宣言の策
定 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ス - ア - 継続 継続 継続 継続 継続 継続 HP等にて広報し、説明会等を開催し、健康

宣言をして頂く事業所を増やす
該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

問い合わ事業所数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5社　令和7年度：5社　令和8年度：5社　令和9年度：5社　令和10年度：5社　令和11年度：5社)- 健康宣言した事業所数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：10社　令和7年度：10社　令和8年度：10社　令和9年度：12社　令和10年度：13社　令和11年度：14社)-
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

- - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

機関誌WEB掲
載 全て 男女

18
〜
74

その他 １ ス WEB掲載 シ - 年4回実施（春号、夏号、
秋号、冬号） 継続 継続 継続 継続 継続

加入者への情報提供、情報発信力を拡大す
る。情報提供により健保が実施する保健事
業の周知及び参加率の向上を図る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

掲載(【実績値】-　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)年4回実施 閲覧数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：60％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)健保の事業運営への理解を深め、健康意識の醸成。
- - - - - -

2 既
存

健保ホームペ
ージ運営 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ア -

タイムリーな情報提供
健保からの情報発信等に
よる健康意識向上
各種事務手続き

継続 継続 継続 継続 継続 加入者へタイムリーな情報提供
ホームページ　随時発信

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

閲覧数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：60％　令和8年度：60％　令和9年度：60％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)- アウトカムは定めない
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ

事業所を通して配布。（
半年分：５月と11月）
年間医療費通知(1月）

医療費情報を通知し適正
受診を促す
被保険者及び被扶養者に6
ヶ月医療に要した費用の
額と年間の医療に要した
費用の額を通知する　健
康意識を高めるために該
当者に通知

継続 継続 継続 継続 継続
各事業所を通し、年２回配布し、健康意識
を高める。また、不正請求の防止につなげ
る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)
事業所を通し各個人あてに配布（2回/年） 後発医薬品使用率(【実績値】83％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年度：90％)-

- - - - - -

2,7 既
存

後発医薬品差
額通知（ジェ
ネリック）

全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 １ ス - シ - 効果的な絞込み条件を設

定し通知する 継続 継続 継続 継続 継続 後発医薬品の使用率アップ。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 後発医薬品使用率(【実績値】83.3％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年度：90％)-
- - - - - -

7 既
存

後発医薬品差
額通知の効果
検証

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス - シ -

評価測定を通じて費用対
効果を勘案しながら継続
実施する

継続 継続 継続 継続 継続 後発医薬品の使用割合を増やし、調剤費を
抑制する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

差額通知の配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)- 後発医薬品使用率(【実績値】83.3％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年度：90％)-

- - - - - -

2,7 既
存

後発医薬品の
希望シール等
配布

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ - 新規取得者へ必ず配布 継続 継続 継続 継続 継続 後発医薬品の使用率アップ。 該当なし（これまでの経緯等で実

施する事業）

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 後発医薬品使用率(【実績値】83.3％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：90％　令和10年度：90％　令和11年度：90％)-
- - - - - -

2 新
規

マイナ保険証
利用促進 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ - HP・リーフレット等で周

知する 継続 継続 継続 継続 継続 マイナ保険証の利用率50％を目指す 該当なし

健康保険証利用の申込者数(【実績値】6,598人　【目標値】令和6年度：8,000人　令和7年度：11,000人　令和8年度：11,000人　令和9年度：11,000人　令和10年
度：11,000人　令和11年度：11,000人)マイナンバーカードを健康保険証として利用するには、健康保険証利用の申込が必要

ー
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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2 既
存

健康指導冊子
等の配布 全て 男女

18
〜
74

その他 １ ス - シ -
ジャストヘルス年４回配
布
ヘルス＆ライフ年４回配
布

継続 継続 継続 継続 継続 各事業所宛て情報提供の実施。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

対象者(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)
健康保険委員及び組合会議員あてに配布

ー
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存

パンフレット
・リーフレッ
ト等の配布

全て 男女
18
〜
74

その他 １ ス - シ - 随時配布 継続 継続 継続 継続 継続 情報発信、健康意識の醸成。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)
事業所を通し配布

ー
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

2 既
存

赤ちゃんとマ
マ配布 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ - 対象者の抽出（随時）

１年間発送 継続 継続 継続 継続 継続 育児情報誌「赤ちゃんとママ」を出産育児
一時金支給対象者へ1年間送付

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

発送件数(【実績値】150件　【目標値】令和6年度：150件　令和7年度：150件　令和8年度：150件　令和9年度：150件　令和10年度：150件　令和11年度：150
件)-

ー
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
7,920 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

被保険者への
特定健診の実
施(事業所と共
同）

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ケ,サ,ス

被保険者については、主
に事業主を通して三和予
防医学にて受検。事業主
と協働（コラボヘルス）

ア -
事業主の定期健診との共
同実施
健診未受診者への事業主
経由での受診勧奨　一人
2,000円の補助

継続 継続 継続 継続 継続
健診実施の促進（実施率100％）生活習慣
病リスク者の把握、特定保健指導対象者の
抽出

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

特定健診実施率(【実績値】92.3％　【目標値】令和6年度：93.5％　令和7年度：94.8％　令和8年度：96.1％　令和9年度：97.4％　令和10年度：98.7％　令和11
年度：100％)- 内臓脂肪症候群該当者の減少率(【実績値】23.8％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：26％　令和8年度：27％　令和9年度：28％　令和10年度：29％　令和11年度：30％)-

13,200 - - - - -

3

既
存(

法
定)

被扶養者への
特定健診の実
施

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者 ３ ア

被扶養者については、愛
知県・岐阜県はあまの創
健にて実施。県外と一部
の事業者は健保連の健診
事業の受診券（特定保健
指導含むセット券）を送
付。
費用の一部を補助。

シ -
特定健診の実施率の向上
、生活習慣病の予防
あまの創健1人18,000円の
補助・健保連1人10,000円
の補助

継続 継続 継続 継続 継続 特定健診の実施率の向上。生活習慣病の予
防。

被扶養者の健診実施率が30％と低
い
・40歳以上1,375人、うち女性は1,
364人（99.2％）

特定健診実施率(【実績値】30.8％　【目標値】令和6年度：31.9％　令和7年度：32.7％　令和8年度：34.0％　令和9年度：34.8％　令和10年度：35.8％　令和11
年度：36.8％)- 内臓脂肪症候群該当者の減少率(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：5％　令和7年度：6％　令和8年度：7％　令和9年度：8％　令和10年度：9％　令和11年度：10％)-

- - - - - -

3 既
存

被扶養者の特
定健診受診者
へインセンテ
ィブ付与

全て 女性
40
〜
74

被扶養
者 １ ア

付与ポイントの利用によ
り、次回以降の健診費用
が割引になる。

ウ -
愛知県・岐阜県・三重県
の被扶養者を対象に、共
同巡回健診(あまの創健)で
の健診参加者へポイント
を付与する

継続 継続 継続 継続 継続
付与ポイントの利用により次回以降の健診
費用が割引になるため、次回の予約に繋げ
る。

被扶養者の健診実施率が30％と低
い
・40歳以上1,375人、うち女性は1,
364人（99.2％）

受診者数(【実績値】340人　【目標値】令和6年度：400人　令和7年度：400人　令和8年度：400人　令和9年度：400人　令和10年度：400人　令和11年度：400
人)-

ー
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
の実施 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
３ ケ,サ,ス

後日事業所ご担当者を通
して連絡をし、保健師に
よる指導を実施。

ア,ウ,ケ
事業主と協働（コラボヘ
ルス）
費用は全額を補助。

特定健診結果を階層化判
定（積極的支援、動機付
け支援、情報提供）し、
事業所・健保で保健師に
よる指導を実施。

継続 継続 継続 継続 継続 特定保健指導実施率の向上 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

特定保健指導実施率(【実績値】25.0％　【目標値】令和6年度：26％　令和7年度：27％　令和8年度：28％　令和9年度：29％　令和10年度：30％　令和11年度：
31％)事業所の担当者あて該当者に指導を受けてもらうよう連絡。 特定保健指導対象者の減少率(【実績値】17％　【目標値】令和6年度：18％　令和7年度：19％　令和8年度：20％　令和9年度：21％　令和10年度：22％　令和11年度：23％)-

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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保
健
指
導
宣
伝

4 既
存

個別に受診勧
奨・受信確認 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ク 個別に手紙を郵送 ア -

血圧・脂質・血糖・糖尿
病性腎症の４項目の検査
数値で対象者を抽出し、
手紙で受診勧奨（事業所
経由）

継続 継続 継続 継続 継続 早期受診につなげ重症化を予防する 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

受診勧奨者(【実績値】14人　【目標値】令和6年度：10人　令和7年度：10人　令和8年度：10人　令和9年度：10人　令和10年度：10人　令和11年度：10人)- 受診者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：5人　令和9年度：5人　令和10年度：5人　令和11年度：5人)-
- - - - - -

4 既
存

糖尿病性腎症
等の生活習慣
病の重症化予
防の取組

一部の
事業所 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス - ア -

血圧・脂質・血糖・糖尿
病性腎症の４項目の検査
数値で対象者を抽出し、
手紙で受診勧奨（事業所
経由）

継続 継続 継続 継続 継続 早期受診につなげ重症化を予防する 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

受診勧奨者(【実績値】14人　【目標値】令和6年度：10人　令和7年度：10人　令和8年度：10人　令和9年度：10人　令和10年度：10人　令和11年度：10人)- 受診対象者(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5人　令和7年度：5人　令和8年度：5人　令和9年度：5人　令和10年度：5人　令和11年度：5人)-
- - - - - -

5 新
規

こころの健康
づくり

一部の
事業所 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス - ア -

専門職による個別相談（
事業所相談など）
健康相談等により早期の
適切な受診等を促す
職場復帰後のフォロー

継続 継続 継続 継続 継続
メンタル疾患に関するリスクを分析して、
事業主と情報共有
メンタル疾病医療費、傷病手当金削減対策
の検討

健診データとレセプトの突合分析
をし、特保対象者への生活習慣改
善支援、要早期治療対象者への積
極的な受診勧奨が必要

相談件数(【実績値】1件　【目標値】令和6年度：2件　令和7年度：2件　令和8年度：2件　令和9年度：2件　令和10年度：2件　令和11年度：2件)- ー
(アウトカムは設定されていません)

2,640 - - - - -
疾
病
予
防

3 既
存 胃検診 全て 男女

35
〜
74

被保険
者 １ ウ 定期健診と同日に実施。 ア 事業主と協働（コラボヘ

ルス）
定期健診と同日に実施
35歳〜74歳の被保険者に
対して3,000円補助

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者(【実績値】680人　【目標値】令和6年度：800人　令和7年度：800人　令和8年度：800人　令和9年度：800人　令和10年度：800人　令和11年度：800人)- 胃がんの一人当たりの医療費(年）(【実績値】60千円　【目標値】令和6年度：50千円　令和7年度：50千円　令和8年度：50千円　令和9年度：40千円　令和10年度：40千円　令和11年度：40千円)-
1,056 - - - - -

3 既
存 大腸がん検診 全て 男女

35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ウ

定期健診と同日に実施。
被扶養者については40歳
以上が対象。

ア 事業主と協働（コラボヘ
ルス）

定期健診と同日に実施
35歳〜74歳の被保険者に
対して800円補助

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】1,192人　【目標値】令和6年度：1,200人　令和7年度：1,200人　令和8年度：1,200人　令和9年度：1,200人　令和10年度：1,200人　令和11
年度：1,200人)- 直腸がんの一人当たりの医療費(年）(【実績値】228千円　【目標値】令和6年度：210千円　令和7年度：210千円　令和8年度：210千円　令和9年度：200千円　令和10年度：200千円　令和11年度：200千円)-

4,158 - - - - -

3,5 既
存 乳腺エコー 全て 女性

18
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ウ

定期健診と同日に実施。
被扶養者については40歳
以上が対象。

ア 事業主と協働（コラボヘ
ルス）

定期健診と同日に実施
女性の被保険者に対して
2,700円補助

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】181人　【目標値】令和6年度：1,400人　令和7年度：1,400人　令和8年度：1,400人　令和9年度：1,400人　令和10年度：1,400人　令和11年
度：1,400人)- 乳がんの一人当たりの医療費(年）(【実績値】495千円　【目標値】令和6年度：480千円　令和7年度：480千円　令和8年度：480千円　令和9年度：470千円　令和10年度：470千円　令和11年度：470千円)-

5,016 - - - - -

3 既
存 腫瘍マーカー 全て 男女

35
〜
74

被保険
者 １ ウ 定期健診と同日に実施。 ア 事業主と協働（コラボヘ

ルス）

定期健診と同日に実施
(肝臓・すい臓がん)
35歳〜74歳の被保険者に
対して2,700円補助
(前立腺がん)
50歳以上の被保険者に対
して1,300円補助

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】1,447人　【目標値】令和6年度：1,400人　令和7年度：1,400人　令和8年度：1,400人　令和9年度：1,400人　令和10年度：1,400人　令和11
年度：1,400人)- 新生物の一人当たりの医療費(年）(【実績値】411千円　【目標値】令和6年度：400千円　令和7年度：400千円　令和8年度：400千円　令和9年度：390千円　令和10年度：390千円　令和11年度：390千円)-

1,408 - - - - -

3 新
規

ピロリ菌抗体
検査 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ウ 定期健診と同日に実施 ア 事業主と協働（コラボヘ

ルス）
定期健診と同日に実施
40歳以上の被保険者に対
して1,600円補助

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：800人　令和7年度：800人　令和8年度：800人　令和9年度：800人　令和10年度：800人　令和11年度：800人)- 胃がんの一人当たりの医療費(年）(【実績値】60千円　【目標値】令和6年度：50千円　令和7年度：50千円　令和8年度：50千円　令和9年度：40千円　令和10年度：40千円　令和11年度：40千円)-
- - - - - -

3,5 新
規

子宮頸部がん
検診 全て 女性

40
〜
74

被扶養
者 １ ウ - ウ -

40歳以上の被扶養者へ費
用負担
共同巡回健診にて実施

継続 継続 継続 継続 継続 がんの早期発見による医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】195人　【目標値】令和6年度：215人　令和7年度：215人　令和8年度：215人　令和9年度：230人　令和10年度：230人　令和11年度：230
人)- 子宮がん一人当たりの医療費(年）(【実績値】115千円　【目標値】令和6年度：114千円　令和7年度：114千円　令和8年度：114千円　令和9年度：110千円　令和10年度：110千円　令和11年度：110千円)-

13,200 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3 既
存

人間ドック補
助 全て 男女

20
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ イ 被扶養者については40歳

以上が対象。 シ 費用の一部を補助。

40歳以上の被保険者
受検料の60％補助　上限1
5,000円
20歳以上40歳未満の被保
険者
受検料の30％補助　上限8
,000円
40歳以上の被扶養者
受検料の60％補助　上限1
5,000円

継続 継続 継続 継続 継続 受診の促進。医療費の削減。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

受診者数(【実績値】750人　【目標値】令和6年度：950人　令和7年度：950人　令和8年度：950人　令和9年度：950人　令和10年度：950人　令和11年度：950
人)-

ー
(アウトカムは設定されていません)

6,000 - - - - -

3 新
規 肺がんドック 全て 男女

50
〜
74

加入者
全員 １ ウ 医療機関で実施 シ -

ブリンクマン指数が400以
上を推測される50歳以上
の喫煙者を対象とし無料
で実施

継続 継続 継続 継続 継続 喫煙者の肺がん早期発見、医療費の抑制 早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

受診者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：400人　令和7年度：400人　令和8年度：400人　令和9年度：400人　令和10年度：400人　令和11年度：400人)- 肺がん一人当たりの医療費(【実績値】851千円　【目標値】令和6年度：840千円　令和7年度：840千円　令和8年度：840千円　令和9年度：830千円　令和10年度：830千円　令和11年度：830千円)-
2,640 - - - - -

3,4 新
規 歯科健診 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ - シ -

被保険者・被扶養者
6,000円の補助
愛知県歯科医師会と契約
をし、定期的な歯科健診
で歯科疾病の予防

継続 継続 継続 継続 継続
歯科疾病予防の推進による医療費抑制、早
期発見。歯科疾病の予防と定期的な歯科健
診受診の意識定着を図る。

「歯科」医療費が特に高い

健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：30％　令和7年度：30％　令和8年度：30％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)- 歯周病等一人当たり医療費(【実績値】39千円　【目標値】令和6年度：35千円　令和7年度：35千円　令和8年度：35千円　令和9年度：30千円　令和10年度：30千円　令和11年度：30千円)-
5,250 - - - - -

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種の
補助

全て 男女
0

〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス

３ヶ所の会場を設置、ま
た巡回接種も可。償還払
いも可能。

シ 費用の一部を補助。
インフルエンザ予防接種
費用の一部を補助
被保険者1,500円
被扶養者1,000円

継続 継続 継続 継続 継続 医療費の抑制。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

接種者数(【実績値】2,500人　【目標値】令和6年度：3,000人　令和7年度：3,000人　令和8年度：3,000人　令和9年度：3,000人　令和10年度：3,000人　令和11
年度：3,000人)-

ー
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

5 既
存 禁煙対策 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス - ア - 禁煙に関する情報提供や

禁煙サポートを行う 継続 継続 継続 継続 継続 喫煙率を下げ、呼吸器疾患や生活習慣病等
の予防を図る。

早期発見・早期治療による効果が
期待できるがん対策が課題

相談件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2件　令和7年度：2件　令和8年度：2件　令和9年度：2件　令和10年度：2件　令和11年度：2件)- 喫煙率(【実績値】31.4％　【目標値】令和6年度：30％　令和7年度：30％　令和8年度：30％　令和9年度：25％　令和10年度：25％　令和11年度：25％)-
1,450 - - - - -

体
育
奨
励

5 新
規 森林セラピー 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - シ -

宿泊施設・森林セラピー
利用補助
宿泊利用補助
大人(中学生以上)4,000円
小人(小学生)　　3,000円
幼児(２歳以上)　2,000円
森林セラピー利用補助　
3,000円

継続 継続 継続 継続 継続

メンタルヘルス対策　
森林ウオーキングなどの運動を通じたフィ
ットネス・プログラムや、森林の中で呼吸
法やヨガなどを体験するリラクゼーション
・プログラムが行われ
ストレスの緩和や心身の健康の維持・増進
、病気予防などに生かす

健診データとレセプトの突合分析
をし、特保対象者への生活習慣改
善支援、要早期治療対象者への積
極的な受診勧奨が必要

参加人数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：150人　令和7年度：150人　令和8年度：150人　令和9年度：150人　令和10年度：150人　令和11年度：150人)- 精神疾患医療費(【実績値】49,054千円　【目標値】令和6年度：49,000千円　令和7年度：48,000千円　令和8年度：47,000千円　令和9年度：46,000千円　令和10年度：45,000千円　令和11年度：44,000千円)-
150 - - - - -

5 既
存

加入者に向け
た運動習慣の
働きかけ（ウ
ォークラリー
等）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス - ウ -

株式会社アビーボに委託
し、他の健保組合との共
催で「ウォークラリー」
を開催する

継続 継続 継続 継続 継続 運動習慣を働きかけ、体力向上を図る。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

参加人数(【実績値】47人　【目標値】令和6年度：50人　令和7年度：50人　令和8年度：50人　令和9年度：50人　令和10年度：50人　令和11年度：50人)- アウトカム設定なし
(アウトカムは設定されていません)

250 - - - - -

8 既
存

長島リゾート
利用補助 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス 各事業所あて案内を送付

する。 シ 費用の一部を補助。
入場券の補助（一年に1回
限り）
大人（中学生以上）500円
小人（小学生）　　500円
幼児（２歳以上）　400円

継続 継続 継続 継続 継続 全事業所あてに案内を配布（100％） 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

参加者数(【実績値】293人　【目標値】令和6年度：-人　令和7年度：-人　令和8年度：-人　令和9年度：-人　令和10年度：-人　令和11年度：-人)- 効果が確認できないため。
(アウトカムは設定されていません)

600 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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8 既
存

全名古屋木材
産業野球大会 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス

従前に参加チーム宛、案
内を送付する。
他の２団体との共同事業
。

シ -
４月〜６月に実施
名古屋木材組合・名古屋
港木材組合と共催

継続 継続 継続 継続 継続 被保険者の健康増進。
該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

参加チーム数(【実績値】9ﾁｰﾑ　【目標値】令和6年度：-ﾁｰﾑ　令和7年度：-ﾁｰﾑ　令和8年度：-ﾁｰﾑ　令和9年度：-ﾁｰﾑ　令和10年度：-ﾁｰﾑ　令和11年度：-ﾁｰﾑ)- ー
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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